
今
年
９
月
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
の
国
連
本
部
に
お

い
て
、
首
脳
レ
ベ
ル
で
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ（
持
続
可
能
な

開
発
目
標
）に
つ
い
て
過
去
４
年
間
の
取
り
組
み

の
点
検
を
行
い
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
機
運

を
高
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
サ
ミ
ッ

ト
２
０
１
９
」
が
開
催
さ
れ
た
。
２
０
１
５
年
に

「
持
続
可
能
な
開
発
の
た
め
の
２
０
３
０
ア
ジ
ェ

ン
ダ
」
が
採
択
さ
れ
、
２
０
３
０
年
と
そ
の
先
の

地
球
の
未
来
図
を
示
す
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
が
全
国
連
加
盟

国
に
よ
っ
て
合
意
さ
れ
た
。
世
界
は
こ
の
共
通
目

標
の
達
成
に
向
け
て
急
速
に
動
き
出
し
た
。
わ
れ

わ
れ
は
今
、
そ
の
道
の
り
の
４
分
の
１
を
過
ぎ
た

と
こ
ろ
に
立
っ
て
い
る
。

日
本
国
内
に
お
け
る
広
が
り

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
は
日
本
国
内
で
も
こ
の
数
年
で
急
速

に
浸
透
し
て
い
る
。
こ
れ
に
は
、
日
本
の
経
済
界

が
環
境
対
応
や
企
業
統
治
に
優
れ
た
企
業
を
選
別

し
て
投
資
す
る
「
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
」
を
背
景
と
す
る

直
接
金
融
の
う
ね
り
を
通
じ
て
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
大
き

な
可
能
性
を
見
い
だ
し
、
そ
の
動
き
を
け
ん
引
し

て
い
る
こ
と
も
理
由
の
１
つ
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
２
０
１
７
年
、
世
界
銀
行
が

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
推
進
す
る
企
業
の
株
価
に
連
動
す
る

新
た
な
世
銀
債
を
発
行
し
て
以
降
、
国
内
で
は
、

Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ（
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法

人
）が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
に
乗
り
出
し
た
。
ま
た
、
経
団

連
の
企
業
行
動
憲
章
に
お
い
て
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達

成
が
基
本
理
念
と
し
て
掲
げ
ら
れ
た
こ
と
も
大
き

な
推
進
力
と
な
り
、
大
企
業
を
中
心
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

が
浸
透
し
て
い
っ
た
。Ｇ
Ｃ
Ｎ
Ｊ（
グ
ロ
ー
バ
ル
・

コ
ン
パ
ク
ト
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
ジ
ャ
パ
ン
）の
報

告
に
よ
る
と
、２
０
１
８
年
の「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
経
営

層
の
認
知
度
」
は
５９
％
と
、
前
年
の
３６
％
か
ら
大

幅
に
上
が
っ
て
お
り
、
そ
の
急
速
な
浸
透
ぶ
り
が

伺
え
る
。
私
が
国
際
協
力
局
審
議
官
を
務
め
て
い

塚
田
玉
樹

つ
か
だ

た
ま
き

日
本
型
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
モ
デ
ル
の
発
信

―
―

世
界
に
お
け
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
を
け
ん
引
す
る
日
本

外
務
省
地
球
規
模
課
題
審
議
官
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た
２
０
１
７
年
当
時
は
ま
だ
、
い
か
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

と
い
う
言
葉
を
知
っ
て
も
ら
う
か
、
い
か
に
企
業

に
関
心
を
持
っ
て
い
た
だ
く
か
と
い
う
取
り
組
み

に
腐
心
し
て
い
た
。
こ
の
２
年
間
の
国
内
で
の
大

き
な
進
展
は
個
人
的
に
う
れ
し
い
驚
き
で
あ
る
。

来
年
度
か
ら
は
、
新
学
習
指
導
要
領
に
よ
り
、

小
学
校
か
ら
順
次
、
授
業
で
本
格
的
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

が
取
り
上
げ
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

若
い
世
代
や
そ
の
親
の
世
代
の
間
で
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の

認
知
度
が
高
ま
る
こ
と
や
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
学
校
で

学
ん
だ
世
代
が
２
０
３
０
年
や
そ
の
先
の
未
来
で

活
躍
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

日
本
政
府
の
取
り
組
み

日
本
国
内
で
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
展
開
し
て
い
く
た

め
、
政
府
と
し
て
ま
ず
取
り
組
ん
だ
の
は
、
国
内

の
基
盤
整
備
だ
。
２
０
１
６
年
に
内
閣
総
理
大
臣

を
本
部
長
、
官
房
長
官
・
外
務
大
臣
を
副
本
部
長
、

全
閣
僚
を
構
成
員
と
す
る
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
本

部
」
を
設
置
し
、
国
内
実
施
と
国
際
協
力
の
両
面

で
取
り
組
む
体
制
を
整
え
た
。
同
推
進
本
部
の
も

と
、
民
間
セ
ク
タ
ー
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
／
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
有
識

者
、
国
際
機
関
、
各
種
団
体
等
を
含
む
幅
広
い
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
成
る
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
円

卓
会
議
」
を
立
ち
上
げ
、
同
円
卓
会
議
で
の
議
論

を
経
て
、
日
本
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
国
家

戦
略
で
あ
る
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
実
施
指
針
」
や
、
具
体

的
な
施
策
を
盛
り
込
ん
だ
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
ア
ク
シ
ョ

ン
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
て
き
た
。

今
年
６
月
に
開
催
さ
れ
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
本
部

第
７
回
会
合
で
は
、「
拡
大
版
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
ア
ク
シ

ョ
ン
プ
ラ
ン
２
０
１
９
」
を
決
定
し
た
。
�
官
民

を
挙
げ
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
と
連
動
す
る
「Society

5.0

」
の
推
進
、
�
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
原
動
力
と
し
た

地
方
創
生
、
強
靱
か
つ
環
境
に
優
し
い
魅
力
的
な

ま
ち
づ
く
り
、
�
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
担
い
手
と
し
て
の

次
世
代
・
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
、
を
３
本

柱
と
し
て
掲
げ
た
。
こ
の
３
本
柱
を
中
心
に
、
政

府
は
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
資
す
る
取
り
組
み
を
よ

り
加
速
さ
せ
る
と
と
も
に
、
過
去
４
年
間
の
取
り

組
み
や
国
際
社
会
の
最
新
の
潮
流
を
踏
ま
え
、
１２

月
に
は
決
定
後
初
め
て
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
実
施
指
針
」

の
改
定
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

日
本
の
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
モ
デ
ル
」
を
世
界
へ

安
倍
晋
三
内
閣
総
理
大
臣
は
、
９
月
の
「
Ｓ
Ｄ

Ｇ
サ
ミ
ッ
ト
２
０
１
９
」
に
お
い
て
、
今
年
日
本

で
開
催
し
た
Ｇ
２０
大
阪
サ
ミ
ッ
ト
や
Ｔ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｄ

「SDGサミット」（２０１９年９月、国連本部）において演説する安倍総理
提供：内閣広報室
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７（
第
７
回
ア
フ
リ
カ
開
発
会
議
）に
お
い
て
、
環

境
、
教
育
、
保
健
、
質
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
投
資
等

の
取
り
組
み
を
議
長
と
し
て
主
導
し
た
こ
と
を
共

有
し
た
う
え
で
、「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
本
部
」
の
本

部
長
と
し
て
、
次
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
サ
ミ
ッ
ト
ま
で
に
、

民
間
企
業
の
取
り
組
み
や
地
方
創
生
な
ど
国
内
外

に
お
け
る
取
り
組
み
を
加
速
さ
せ
る
決
意
を
表
明

し
た
。

都
市
部
の
大
企
業
が
次
々
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
自
ら

の
活
動
に
取
り
込
み
始
め
る
な
か
、
地
方
中
小
企

業
に
お
け
る
認
知
度
は
ま
だ
ま
だ
低
い
の
が
実
情

だ
。
日
本
企
業
の
９
割
以
上
を
占
め
る
中
小
企
業

が
、
い
か
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
経
営
に
取
り
込
め
る
か

が
次
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
あ
り
、
政
府
と
し
て
も
全

面
的
に
支
援
し
て
い
き
た
い
。

ア
ン
ト
ニ
オ
・
グ
テ
ー
レ
ス
国
連
事
務
総
長
は
、

Ｓ
Ｄ
Ｇ
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、
２
０
３
０
年
ま
で

を
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
「
行
動
の
１０
年
」
と

す
る
こ
と
を
表
明
し
た
。「
誰
一
人
取
り
残
さ
な

い
」
社
会
の
実
現
に
向
け
、
日
本
だ
か
ら
こ
そ
で

き
る
貢
献
が
あ
る
、
そ
の
強
い
決
意
の
も
と
、
日

本
は
こ
の
世
界
的
な
流
れ
の
な
か
で
リ
ー
ダ
ー
シ

ッ
プ
を
発
揮
し
、
国
内
外
の
取
り
組
み
強
化
に
引

き
続
き
ま
い
進
す
る
所
存
で
あ
る
。

図表「拡大版SDGsアクションプラン２０１９」のポイント
■日本は、豊かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため、一人ひとりの保護と能力強化に焦点を当てた「人間の安全
保障」の理念に基づき、世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献。SDGsの力強い担い手たる日本の姿を国際社会に示す。

■国内実施・国際協力の両面において、次の3本柱を中核とする「日本のSDGsモデル」をG20大阪サミット、TICAD7、SDGサミット等の
機会を活用して、国際社会に共有・展開。そのうえで、今年中にこれらの各種取り組みを統合・発展させるかたちで『SDGs実施指針』
を改定。

�．SDGsの担い手として
次世代・女性のエンパワーメント

次世代・女性のエンパワーメント

�「次世代のSDGs推進プラットフォーム」
の内外での活動を支援。

�WAW!・W20において安倍総理から途
上国の女性への教育支援（3年間で
400万人）を表明。

「人づくり」の中核としての保健、教育

�UHC（ユニバーサル・ヘルス・カバレ
ッジ）推進、国際的な保健課題の解決
に貢献するため、グローバルファンド
への増資を含め支援を実施。

�「教育×イノベーション」（3年間で
900万人の子ども・若者支援）

地方創生の推進

�SDGs未来都市、地方創生SDGs官民連携
プラットフォームを通じた民間参画の促進、地
方創生SDGs金融を通じた「自律的好循環」の
形成。

�2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会、2025年大阪・関西万博の運営、
開催を通じたSDGs推進。

強靱な循環共生型社会の構築

�「海洋プラスチックごみ対策アクションプラ
ン」「プラスチック資源循環戦略」をそれぞれ
策定。

�地域循環共生圏づくりに取り組む35団体選定。
�「パリ協定長期成長戦略」の策定・実施。
�防災分野の「人づくり」（4年間で8万5000
人の世界の強靱化に向けた人材育成）

�．SDGsを原動力とした地方創生、
強靱かつ環境に優しい魅力的なまちづくり

�質の高いインフラ、�防災、�海洋プラスチックごみ、
�気候変動、�女性、�保健、	教育の7分野
でG20議長国としてリーダーシップを発揮

科学技術イノベーション（STI）

�G20にて「ロードマップ策定のための基
本的考え方」を発表。各国のロードマップ
策定を支援。

�STI for SDGsプラットフォームを構築。
�STI分野の「人づくり」、国際共同研究・
STIの社会実装の強化。

ビジネス

�『SDGs経営イニシアティブ』に基づき
策定した「SDGs経営ガイド」、TCFD（気
候関連財務情報開示タスクフォース）にか
かるガイダンス等で企業のSDGsの取り
組みを促進、ESG投資の呼込みを後押し。

�中小企業のSDGs取り組み強化のための
関係団体・地域、金融機関との連携を強
化。

�SDGsビジネスの国際的なルールメイキ
ングに貢献すべく官民連携を強化。

�．SDGsと連動する
「Society 5.0」の推進

新たな局面を迎えるSDGs達成と企業の取り組み
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